
付紙第１

予決令第８６条の調査について

１ 本調査においては、次のような内容につき、調査対象者からの事情聴取、関係

機関への照会等の調査を行う。

⑴ その価格により入札した理由

⑵ 入札価格の内訳書

⑶ 契約対象工事付近における手持ち工事の状況

⑷ 契約対象工事に関連する手持ち工事の状況

⑸ 契約対象工事箇所と入札者の事業所、倉庫等との関連（地理的条件）

⑹ 資材購入先及び購入先と入札者の関係

⑺ 手持資材の状況

⑻ 手持機械の状況

⑼ 労務者の具体的供給見通し

⑽ 過去に施工した公共工事名及び発注者

⑾ 経営内容

⑿ ⑴から⑾までの事情聴取した結果についての調査検討

⒀ ⑽の公共工事の成績状況

⒁ 経営状況（取引金融機関、保証会社等への照会結果）

（ 、 、 、⒂ 信用状況 建設業法違反の有無 賃金支払の状況 下請代金の支払遅延状況

その他）

⒃ その他必要な事項

２ 上記１の調査を行うに当たり、調査対象者は、契約担当官等があらかじめ指定

した提出期限までに、次に定める資料及び内容を証明する根拠を提出すること。

なお、提出期限は、事前に資料作成に要する期間を調査対象者に確認した上で、

契約担当官等が設定する。

⑴ その価格により入札した理由（属紙様式第1-1）

⑵ 入札価格の内訳書（属紙様式第1-2-1、属紙様式第1-2-2）

⑶ 契約対象工事付近における手持ち工事の状況（属紙様式第1-3）

⑷ 契約対象工事に関連する手持ち工事の状況（属紙様式第1-4）

⑸ 契約対象工事箇所と入札者の事業所、倉庫等との関連（地理的条件 （属紙）

様式第1-5）

⑹ 資材購入先及び購入先と入札者の関係（別紙様式1-6）

⑺ 手持資材の状況（属紙様式第1-7）

⑻ 手持機械の状況（属紙様式第1-8）

⑼ 労務者の具体的供給見通し（属紙様式第1-9）

⑽ 過去に施工した公共工事名及び発注者（別紙様式1-10）

⑾ 経営内容（属紙様式第1-11）

３ 上記２の資料の提出後、速やかに、調査対象者により契約の内容に適合した履

行がされないおそれがないかを確認するため、調査対象者の責任者（支店長、営



業所長等をいう ）から事情聴取を行う。なお、事情聴取の日時及び場所は、調。

査対象者に追って通知する。

４ 上記３の事情聴取後、調査対象者により契約の内容に適合した履行がされない

おそれの有無を確認するため、契約担当官等が必要と認めた場合は、追加の資料

提出を求めることがある。

なお、その内容については調査対象者に追って通知する。また、提出期限につ

いては、事前に資料作成に要する期間を調査対象者に確認した上で、契約担当官

等が適切に設定する。

５ 調査対象者は、上記２及び４の資料のほか、調査対象者が必要と認める、任意

の資料をあわせて提出することができる。

６ 本調査については、最低の価格又は価格及びその他の条件が国にとって最も有

利なものをもって申込みをした者のほか、複数の者について並行して行うので、

。【 、調査対象者は協力すること 複数の者について並行して調査を行わない場合は

本項は記載しない】

７ 調査対象者が本調査を経て契約を行った後に、虚偽の資料提出又は説明を行っ

たことが明らかとなった場合は、施工成績評定に厳格に反映するとともに指名停

止措置を講ずることがある。

８ 本調査で提出された資料等は、契約締結後に工事監督官等が施工計画の内容の

ヒアリングを行い、その結果が本調査の内容と異なる場合は、その理由等につい

て確認を行う。

９ 本調査の結果は、ホームページ及び文書閲覧窓口（閲覧文書の閲覧を希望する

部外者からの申し出に応ずるために防衛省発注機関（契約担当官等が属する防衛

省本省の内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研究所、統合幕僚監部、

陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚監部、情報本部、防衛監察本部、地方防

衛局並びに統合幕僚長及び陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕僚長の監督を受け

る陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の部隊及び機関並びに防衛装備庁をい

う ）の長が定める閲覧場所をいう。において公表する。。

※属紙第１及び属紙様式第1-1～属紙様式第1-11を添付



属紙第１

作成要領（各様式共通）

１ 各様式ごとに提出すべき添付資料のほか、入札者が必要と認める添付資料を提

出することができる（この場合、任意の添付資料である旨を各資料の右上部に明

記するものとする 。。）

２ 必要に応じ、各様式ごとに提出すべき添付資料以外にも、調査対象者によって

契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるかどうかを確認

するために説明資料の提出を求めることがある。

３ 書式別事項

⑴ その価格により入札した理由（属紙様式第1-1）

ア 当該価格により入札した理由を、手持工事、手持機械等の状況、過去にお

いて受注・施工した同種又は類似の工事、協力会社等の面から記載する。

イ なお、当該価格により入札した結果、当該工事の適切な実施及び工事の品

質の確保を行うことは当然である。

⑵ 入札価格の内訳書（属紙様式第1-2）

ア １回目に入札した価格を積算したものを提出すること。

イ 積算価格の構成が整っていること。

⑶ 手持ち工事の状況（属紙様式第1-3、属紙様式第1-4）

対象工事現場付近で契約中の工事及び対象工事に関連する契約中の工事の一

覧とその状況を記載

⑷ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関連（属紙様式第1-5）

工事場所と自社の事務所、倉庫等の所有又は賃借の状況を記載。

⑸ 資材購入予定先一覧（属紙様式第1-6）

積算内訳に対応した、資材購入予定先の一覧を整理し記載すること。

⑹ 手持ち資材の状況（属紙様式第1-7）

手持ち資材による場合、資材の保管場所と保有状況(写真等)を記載する。

⑺ 手持ち機械の状況（属紙様式第1-8）

保有している手持ち機械を記載し、写真等を添付すること。

⑻ 労務者の確保計画（属紙様式第1-9）

入札価格の積算時点における労務者の確保計画を記載すること。

⑼ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（属紙様式第1-10）

著しく不適当な施工実績があり、契約対象工事においても、他の様式による

確認内容を含め総合的に勘案した結果、同様の不適当な施工がされるおそれが

あると認められる場合。

⑽ 経営内容（属紙様式第1-11）

営業内容が入札した工事の内容を網羅していることを示すこと。

貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書等を添付し、経営に特段

の問題がないことを示すこと。



属紙様式1-1

当該価格により入札した理由



工事名

単位 数　量 金　額　（円） 備　考

記載例： 掘削工 ｍ３ 1,000 2,300,000

直接工事費

共通仮設費

　共通仮設費

純工事費

　現場管理費

工事原価

　一般管理費等

工事価格

工事区分・工種・種別

積算内訳書

別紙様式1-2-1（土木）



属紙様式1-2-2(建築・設備工事）

工事名　　：

（種目別内訳）

名　称 摘　要 数　量 単位 金　額（円） 備　考

記載例：

（直接工事費）

　Ⅰ．庁　　舎 新築 1 式 ○○○,○○○

　Ⅱ．囲　　障 新設 1 式 ○○○,○○○

　Ⅲ．構内舗装 新設 1 式 ○○○,○○○

計 ○○○,○○○

（共通費）

共通仮設費 1 式 ○○○,○○○

現場管理費 1 式 ○○○,○○○

一般管理費等 1 式 ○○○,○○○

計 ○○○,○○○

合　計 ○○○,○○○

（科目別内訳）

名　称 摘　要 数　量 単位 金　額（円） 備　考

Ⅰ．庁舎

１．直接仮設 1 式 ○○○,○○○

２．土工 1 式 ○○○,○○○

３．地業 1 式 ○○○,○○○

４．鉄筋 1 式 ○○○,○○○

計 ○○○,○○○

積算内訳書



別紙様式1-3

手持工事の状況(対象工事現場付近)

工 事 名
発注機関 工 期 契約金額 備 考

（工事地先名）

○○工事 (元請、下請の別)

（□□市○○大字△△地先）



属紙様式1-4

手持工事の状況 (対象工事関連)

工 事 名
発注機関 工 期 契約金額 備 考

（工事地先名）

○○工事 (元請、下請の別)

（□□市○○大字△△地先）



属紙様式1-5

契約対象工事箇所と入札者の事業所と倉庫との関係



属紙様式1-6

資材購入先及び購入先と入札者の関係

購 入 先 名
工種 品名 単 数 単

入札者との関係

(取引年数)
種別 規格 位 量 価 業 者 名 所 在 地



属紙様式1-7

手持ち資材の状況

品 名 規格・型式 単位 手持ち数量 単価(原価) 調達先(時期)本工事での使用予定量



属紙様式1-8

手持機械の状況

専属的使用

予定日数
工種・種別 機械名称 規格・型式・能力・年式 単位 数量 ﾒｰｶｰ名 単価(原価)



属紙様式1-9

労務者の確保計画

労務単価 員 数 下請会社名等

(円) (人) (取引年数)
工 種 職 種

同族会社

土 工 普通作業員 200(100) (株)○○(○年)

□会

配管工 配管工・普通作業員 120(80) (株)△△(○年)



属紙様式1-10

過去に施工した公共工事名及び発注者名

低入札価格調 工事成績

査対象の有無 評定点
発注者名 工 事 名 工 期 契約金額



属紙様式1-11

経営内容



属紙様式1-12

事情聴取した結果についての調査検討

属紙様式1-13

公共工事の成績状況



属紙様式1-14

経営状況に関する資料

①照会対象機関の名称：

②照会の結果：

〔注〕 関係機関への照会結果、経営状況に関する情報が得られた場合に、照会対象機関ごとに記入する

こと。（情報が得られなかった場合は記載しなくてよい。）



別紙様式1-15

信用状況に関する資料

１ 賃金不払いの状況、再委託先への代金の支払遅延状況、法令違反などの信用状況に

関する関係機関への照会

①照会対象機関の名称：

②照会の結果：

〔注〕 関係機関への照会の結果、信用状況に関する情報が得られた場合に、照会対象機関ごとに記入す

ること。（情報が得られなかった場合は記載しなくてよい。）


